
公益社団法人全国大学保健管理協会事務職員就業規則 

 

 （目的） 

第１条 この規則は、公益社団法人全国大学保健管理協会（以下「協会」という。）に勤

務する事務職員（以下「職員」という。）の労働条件、服務その他就業に関する事項を

定める。 

（法令との関係） 

第２条 この規則に定めのない就業に関する事項については、労働基準法（昭和２２年法

律第４９号。以下「労基法」という。）、その他関係法令及び諸規程の定めるところに

よる。                               

 （遵守義務） 

第３条 協会及び職員は、それぞれの立場でこの規則を誠実に遵守し、その実行に努めな

ければならない。                            

 （採用） 

第４条 職員の採用は、選考により行う。                    

２ 選考は、書類及び面接により行う。                     

３ 職員の採用にあたっては、任期を付すことがある。              

 （労働条件の明示） 

第５条 職員の採用にあたっては、採用予定者に対し次に掲げる事項を明示する。  

 （1） 給与に関する事項                            

 （2） 就業の場所及び従事する業務に関する事項                 

 （3） 任期の有無及び任期を付す場合には、任期に関する事項           

 （4） 始業及び終業の時刻、所定勤務時間を超える労働の有無、休憩時 

間、週休日、休日並びに休暇に関する事項                     

 （5） 退職に関する事項                            

 （6） 退職手当に関する事項                          

 （7） 研修に関する事項                            

 （8） 災害補償に関する事項                          

 （9） 表彰及び懲戒に関する事項                        

 （退職） 

第６条 職員は、次の各号の一に該当するときは、退職とし、職員としての身分を失う。 

 （1） 退職を申し出て協会から承認されたとき 

 （2） 任期を付して雇用された職員について、任期が満了したとき 

 （3） 第７条に定める定年に達したとき  

 （4） 死亡したとき 



（定年） 

第７条 職員の定年は、満６５歳とする。ただし、代表理事が特に必要と認めた場合は、

再雇用又は採用することができる。 

２ 定年による退職の日は、定年に達した日以後における最初の３月３１日とする。 

３ 第１項ただし書きの規定により再雇用される者及び採用される者（以下「再雇用等職

員」という。）の任期は、４月１日から翌年３月３１日までの１年を超えない範囲内に

おいて定める。 

４ 前項の任期は、１年を超えない範囲内で更新することができる。 

５ 再雇用職員等の任期の末日は、満７０歳に達する日以後における最初の３月３１日以

前でなければならない。 

 （解雇） 

第８条 職員が禁錮以上の刑（執行猶予が付された場合を除く。）に処せられた場合には、

解雇する。 

２ 職員が次の各号の一に該当する場合には、解雇することができる。     

(1） 勤務実績不良あるいは能力不足が著しく、改善の見込みがない場合 

 （2） 協調性を欠き、集団的な職務遂行に支障を生じる場合 

 （3） 心身の故障のため職務遂行に耐えない場合 

 （4） その他の事情により職員の解雇がやむを得ない場合 

３ 職員の解雇は、第２５条に定める人事審査会（以下「審査会」という。）の審査を経 

るものとする。                   

 （解雇予告）                                

第９条 前条の規定により職員を解雇する場合は、少なくとも３０日前に予告するか、又

は労基法に定める平均賃金の３０日分の解雇予告手当を支払う。ただし、公益社団法人

全国大学保健管理協会事務職員懲戒規則（平成２５年５月８日代表理事裁定。以下「職

員懲戒規則」という。）による懲戒解雇の場合は、この限りではない。      

 （退職後の責務） 

第１０条 退職した者又は解雇された者は、在職中に知り得た秘密を他に漏らしてはなら

ない。                                 

 （給与） 

第１１条 職員の給与については、公益社団法人全国大学保健管理協会事務職員給与等規

則（平成２５年５月８日代表理事裁定。以下「職員給与等規則」という。）の定めると

ころによる。     

 （誠実義務） 

第１２条 職員は、職務上の責任を自覚し、誠実にかつ公正に職務を遂行するとともに、

協会の発展に努めなければならない。              



 （職務専念義務） 

第１３条 職員は、勤務時間中職務に専念し、第１５条に定める場合を除き、職務とは関

係のない行為をしてはならない。  

 （職場規律） 

第１４条 職員は、上司の指示に従い、職場の秩序を維持し、互いに協力してその職務を

遂行しなければならない。                        

 （職務専念義務免除期間） 

第１５条 職員は、次の各号の一に該当する場合には、職務専念義務を免除される。 

 （1） 勤務時間内に労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）に規定された健康診断を

受けることを承認された期間        

 （2） その他勤務時間内に勤務しないことを承認された期間   

 （遵守事項） 

第１６条 職員は次に掲げる行為をしてはならない。               

 （1） みだりに勤務を欠くこと。                        

 （2） 職場の内外を問わず、協会の信用を傷つけ、その利益を害し、又は職員全体の不名 

誉となるような行為をすること。                    

 （3） 職務上知ることのできた秘密を他に漏らすこと。              

 （4） 職務や地位を私的利益のため用いること。                 

 （5） 前各号のほか、これに準ずるような職員としてふさわしくない行為をすること。 

 （勤務時間、休日及び休暇等） 

第１７条 職員の勤務時間、休日及び休暇等については、公益社団法人全国大学保健管理

協会事務職員の勤務時間、休暇等に関する規則（平成２５年５月８日代表理事裁定）の

定めるところによる。                                  

 （研修） 

第１８条 職員は、業務に関する必要な知識及び技能を向上させるため、研修に参加する

ことを命ぜられた場合には、研修を受けなければならない。  

 （表彰） 

第１９条 協会は、業務成績の向上に多大の功労があった者、業務上顕著な改良をした者

その他職員の模範として推奨すべき実績があった者を表彰する。       

 （懲戒） 

第２０条 職員の懲戒については、職員懲戒規則の定めるところによる。                                   

 （安全衛生） 

第２１条 協会は、職員の健康増進と危険防止のために必要な措置を講ずる。    

２ 職員は、協会が行う安全、衛生に関する教育、訓練を受けなければならない。 

 （出張） 



第２２条 業務上必要があるときは、職員に出張を命じることができる。      

２ 出張を命じられた職員が出張を終えたときには、速やかに報告しなければならない。                                    

３ 出張に要する旅費は、公益社団法人全国大学保健管理協会旅費規則（平成２５年５月

８日代表理事裁定。）の定めるところによる。                   

 （災害補償） 

第２３条 職員の業務災害（業務上の負傷、疾病、障害又は死亡）の補償については、労

基法及び労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号。以下「労災法」という。）

の定めるところによる。                        

２ 職員の通勤途上における災害（通勤による負傷、疾病、障害又は死亡）の取扱いにつ

いては、労災法等の定めるところによる。                

 （退職手当） 

第２４条 職員の退職手当については、公益社団法人全国大学保健管理協会事務職員退職

手当規則（平成２５年５月８日代表理事裁定）の定めるところによる。          

 （審査会） 

第２５条 職員の休職、解雇及び懲戒等に関し必要があるときは、理事会に審査会を置く。 

２ 審査会は、理事若干名で組織する。 

３ 審査会は、次の各号に掲げる事項について審議する。 

 (1)  職員の休職、解雇及び懲戒等に関し本規則又は懲戒規則等の規定により、その権限

に属するものとされた事項 

  (2) 職員の休職等に関する不服申し立てに関する事項 

４ 審査会は、審議の結果を代表理事に上申するものとする。 

５ 本条に定めるもののほか、審査会に関し必要な事項は別に定める。 

（補則） 

第２６条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は代表理事が別に定める。 

 （改廃） 

第２７条 この規則の改廃は、理事会の議を経なければならない。         

                                   

附 則 

１ この規則は、平成２５年５月８日から施行し、平成２４年４月１日から適用する。 

２ 社団法人全国大学保健管理協会職員就業規則（平成１７年７月１日制定）は、廃止す

る。 

 附 則 

 この規則は、令和元年５月１６日から施行する。 


